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（別添２）

読替表

読 替 後 読 替 前

第３章 事業税 第３章 事業税

第１節 通則 第１節 通則

第１ 納税義務及び納税義務者 第１ 納税義務及び納税義務者

１の２ 収入金額課税事業（法第７２条の２第１項第２号に掲げる事業をいう。以下 １の２ 収入金額課税事業（法第７２条の２第１項第２号に掲げる事業をいう。以下

この章において同じ。）以外の事業のうち、資本金の額又は出資金の額（以下１の この章において同じ。）以外の事業のうち、資本金の額又は出資金の額（以下１の

２において「資本金の額」という。）が１億円を超える法人（当分の間、資本金の ２において「資本金の額」という。）が１億円を超える法人（当分の間、資本金の

額が１億円以下であっても、前事業年度に外形対象法人（法第７２条の２第１項第 額が１億円以下であっても、前事業年度に外形対象法人（法第７２条の２第１項第

１号イに掲げる法人をいう。以下この章において同じ。）に該当したものであって １号イに掲げる法人をいう。以下この章において同じ。）に該当したものであって

、当該事業年度に払込資本の額が１０億円を超える法人を含む。） 、当該事業年度に払込資本の額が１０億円を超える法人を含む。）又は法第７２条

の２第１項第１号ロ（１）若しくは（２）に該当する法人（以下この章において「

が行う事業（法第７２条の４第１項各号に掲げる法 １００％子法人等」という。）が行う事業（法第７２条の４第１項各号に掲げる法

人（公共法人）、法第７２条の５第１項各号に掲げる法人（２の２において「公益 人（公共法人）、法第７２条の５第１項各号に掲げる法人（２の２において「公益

法人等」という。）、法第７２条の２４の７第７項各号に掲げる法人（特別法人） 法人等」という。）、法第７２条の２４の７第７項各号に掲げる法人（特別法人）

、法第７２条の２第４項に規定する人格のない社団等（１の３において「人格のな 、法第７２条の２第４項に規定する人格のない社団等（１の３において「人格のな

い社団等」という。）、投資信託及び投資法人に関する法律（昭和２６年法律第１ い社団等」という。）、投資信託及び投資法人に関する法律（昭和２６年法律第１

９８号）第２条第１２項に規定する投資法人、資産の流動化に関する法律（平成１ ９８号）第２条第１２項に規定する投資法人、資産の流動化に関する法律（平成１

０年法律第１０５号）第２条第３項に規定する特定目的会社並びに一般社団法人（ ０年法律第１０５号）第２条第３項に規定する特定目的会社並びに一般社団法人（

非営利型法人（法人税法第２条第９号の２に規定する非営利型法人をいう。以下こ 非営利型法人（法人税法第２条第９号の２に規定する非営利型法人をいう。以下こ

の章において同じ。）に該当するものを除く。）及び一般財団法人（非営利型法人 の章において同じ。）に該当するものを除く。）及び一般財団法人（非営利型法人

に該当するものを除く。）が行う事業を除く。）及び特定ガス供給業（法第７２条 に該当するものを除く。）が行う事業を除く。）及び特定ガス供給業（法第７２条

の２第１項第４号に掲げる事業をいう。以下この章において同じ。）が、付加価値 の２第１項第４号に掲げる事業をいう。以下この章において同じ。）が、付加価値
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額及び資本金等の額による外形標準課税の対象となるものであるが、次の諸点に留 額及び資本金等の額による外形標準課税の対象となるものであるが、次の諸点に留

意すること。（法７２の２①・②、法附則８の３の３、令附則６、則附則２の６の 意すること。（法７２の２①・②、法附則８の３の３、令１０の２・１０の３・１

３ ） ０の４・１０の５、令附則５の７、則３の１３の４、則附則２の６の３）

(１) 略 (１) 略

(２) 外国法人の資本金の額又は払込資本の額は、当該事業年度終了の日 (２) 外国法人の資本金の額又は払込資本の額は、法第７２条の２第２項第１号又

の対顧客直物電信売相場と対顧客直物電信買相場の仲値（以 は第２号に定める日の対顧客直物電信売相場と対顧客直物電信買相場の仲値（以

下１の２(２)及び４の６の１において「電信売買相場の仲値」という。）により 下１の２(２)及び４の６の１において「電信売買相場の仲値」という。）により

換算した円換算額によること。なお、電信売買相場の仲値は、原則として、その 換算した円換算額によること。なお、電信売買相場の仲値は、原則として、その

法人の主たる取引金融機関のものによることとするが、その法人が、同一の方法 法人の主たる取引金融機関のものによることとするが、その法人が、同一の方法

により入手等をした合理的なものを継続して使用している場合には、これによる により入手等をした合理的なものを継続して使用している場合には、これによる

ことを認めるものであること。 ことを認めるものであること。

(３) 略 (３) 略

(４) 資本金の額が１億円を超えるかどうかの判定及び払込資本の額が１０億円を (４) 資本金の額が１億円を超えるかどうかの判定及び払込資本の額が１０億円を

超えるかどうかの判定 超えるかどうかの判定並びに法第７２条の２第１項第１号ロ（１）に規定する特

定法人（以下この章において「特定法人」という。）との間に当該特定法人によ

る完全支配関係（法人税法第２条第１２号の７の６に規定する完全支配関係をい

う。以下この章において同じ。）がある法人のうち払込資本の額（一定の剰余金

の配当等により減少した額を加算した額をいう。）が２億円を超えるもの又は法

人との間に完全支配関係がある全ての特定法人が有する株式及び出資の全部を当

該全ての特定法人のうちいずれか一のものが有するものとみなした場合において

当該いずれか一のものと当該法人との間に当該いずれか一のものによる完全支配

関係があることとなるときの当該法人のうち払込資本の額（一定の剰余金の配当

等により減少した額を加算した額をいう。）が２億円を超えるものに該当するか

は、各 事業年 どうかの判定に関し必要な事項の判定（（５）の判定を除く。）は、当該事業年

度終了の日（法第７２条の２６第１項ただし書の規定に基づく中間申告を行う法 度終了の日（法第７２条の２６第１項ただし書の規定に基づく中間申告を行う法

人についてはその事業年度（通算子法人である場合には、当該事業年度開始の日 人についてはその事業年度（通算子法人である場合には、当該事業年度開始の日
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の属する通算親法人の事業年度）開始の日以後６月を経過した日（以下この章に の属する通算親法人の事業年度）開始の日以後６月を経過した日（以下この章に

おいて「６月経過日」という。）の前日とし、清算中の法人についてはその解散 おいて「６月経過日」という。）の前日とし、清算中の法人についてはその解散

の日とする。）の現況によること。 の日とする。）の現況によること。


